
































































































































































































































































































































































































































総損害額 360 万円 
治療費以外
90 万
治療費 150 万 後遺障害 120 万
保険金 120 万円 保険金 75 万円
8）	 被害者と配偶者が不仲で、介護を被害者の父母が行うことがある。被害者請求は、被害者の成年後見人が行うことになろうが、被害
者の父母は経済的なてん補は受けられない。成年後見人が確保した財産は、被害者死亡後に、成年後見人が法定相続人に対して相続
財産として交付する。
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保険金は上図のとおり傷害部分の損害に 120万
円、後遺障害の損害に 75万円に振り分けられてい
ると考えると、被保険者Aの損害賠償金の支払い
が治療費立替払い分150万円を含むのであるなら、
被保険者による後遺障害損害に対する損害てん補は
なされておらず、後遺障害部分の保険金75万円に
ついては自賠法16条2項による調整は行われない、
つまり自賠社Yは被害者Xに 75万円支払う義務が
ある。現状の自賠責保険の実務は、このような結論
を採用していると思われ、損害てん補が後遺障害部
分に及ぶときは加害者被害者間で、後遺障害損害部
分をてん補している金額を明らかにした文書を作成
し、保険金請求できる金額を明らかにした上で被保
険者からの保険金請求に対応している。しかしなが
ら、裁判実務では、支払基準が裁判所を拘束しない
こともあって、損害費目にも配慮した厳密な損益相
殺の検討は行われず、被害者が被保険者を被告にし
て自賠法3条に基づく損害賠償請求に基づいて訴え
提起したとき、被害者請求による損害賠償額支払い
については、遅延損害金を含め、人身損害総額から
控除する手法がとられている 9）。自賠法16条2項の
処理と損害賠償請求訴訟における自賠責保険の損害
賠償額の支払いに関する損益相殺処理は整合性を持
たせるべきであるから、損害てん補を検討する際に
は、傷害部分と後遺障害部分の保険金には、各損害
間での流用を認めないとの規定が必要であろう。
⑶　損害のてん補以外の、自賠法3条の請求権を消
滅させる事実の扱いについて
損害賠償請求権を消滅させる事実、すなわち損害
賠償請求権の関係で抗弁として整理される事実とし
て、損害てん補すなわち弁済の抗弁以外に、消滅時
効（民法724条）の援用、混同（民法520条）、免
除（民法519条）があったときに、直接請求権がい
かなる影響を受けるか（なお、自賠法16条の請求
権に関しては自賠請求権に関しては法19条に消滅
時効の規定がある）。
混同については最高裁平成元年4月30日第一小
法廷判決（民集43巻4号234頁）の判決があり、自
賠法3条所定の請求権が混同によって消滅したと
き、自賠法16条の直接請求権も消滅すると解して
いる。
最高裁判決の「この直接請求権の成立には、自賠
法3条による被害者の保有者に対する損害賠償債権
が成立していることが要件となっており、また、右
損害賠償債権が消滅すれば、右直接請求権も消滅す
るものと解するのが相当であるからである。」との
理由部分が、損害賠償債権を消滅させる事由すべて
に適用されるとすると、損害賠償債権に関して消滅
時効の援用権行使、免除（放棄）がなされたときも、
直接請求権は自賠法3条の損害賠償請求権が消滅し
た範囲で、同様に消滅することになる。また、債権
の消滅事由ではないが、自賠法3条の請求権が破産
法に基づく免責申立（破産法248条・253条）によっ
て、免責対象となった場合も直接請求権に影響を与
えるとの結論に結びつきやすい。
他方で、混同による直接請求権の消滅を肯定した
最高裁判決については、理論的な説明に異論もあ
り 10）、被害者保護の観点から結論に問題はないか
との疑問が呈されている。この問題は、加害者たる
被保険者が破産・免責申立てしたときも発生す
る 11）。新山一範・判例評論372号40頁（判例時報
1330号・判例評論202頁）の分類を応用すれば、①
9）	 確定遅延損害金に対する自賠責の損害賠償額の充当については、最高裁平成16年12月20日第二小法廷判決・集民215号987頁参
照。この手法は、被害者に有利な処理になるが、たとえば後遺障害損害部分が素因減額で大幅減額されたようなとき、後遺障害損害
に対応する保険金が後遺障害損害を超えて傷害部分の損害に充当することを認めることになるから、本文で述べたとおり、せめて施
行令2条の保険金額の定めるところに従い、充当処理すべきではなかろうか。
10）	学説の状況については、山下友信・洲崎博史編『保険法判例百選』64頁〔新山一範〕、『最高裁判所判例解説・民事編・平成元年』〔塩
月秀平〕157頁以下（有斐閣、2010年）。同書158頁には、被害者の相続人の自衛手段として加害者たる被相続人からの相続を放
棄する手法が指摘されている。
11）	任意自動車保険の直接請求権に関する規定は、被保険者全員が破産したときは、任意社に対して直接請求権が発生すると規定してい
る。
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保有者たる加害者が破産・免責され、そのほかに
損害賠償債務を負う加害者がいない場合、②保有者
たる加害者が破産・免責されたが、そのほかに自
賠法3条の賠償債務を負う者がいる場合、③保有者
たる加害者が破産・免責されたが、そのほかに自
賠責保険の被保険者たる運転者がいる場合が想定さ
れる。③の場合は、被害者は運転者を被告に民法
709条に基づく損害賠償請求権を訴訟物にして訴訟
を提起し、判決が確定すれば債権転付命令によって
自賠社への保険金請求権を被害者が行使すれば良い
から、被害者は損害のてん補を受けることが可能で
ある。②の場合は、自賠法3条の請求権が残ってお
り（自賠法3条の損害賠償債務を負う者が複数名あ
り、そのうちの 1名が破産・免責になったとしても、
他の債務者の債務の内容には影響しないとされてい
る。）、被害者は自賠社に 16条請求訴訟を提起でき
る。①の場合、自賠法3条の賠償請求権は発生した
が、破産法の免責規定によって（支払）責任が消滅
したとして、16条請求訴訟は棄却になるのか（直
接請求権も連動して責任がなくなる）、債務自体は
残っているのだから 16条請求訴訟は棄却にならな
いとするのか、両説あり得る 12）。非常に問題を複
雑にするのは、被保険者は破産免責の結果、被害者
との関係で債務が消滅していないと考えると、破産
免責決定確定後に被害者に賠償金を支払うと、それ
は損害賠償債務の履行になり、自賠社に保険金請求
できる可能性が生じることである。被害者保護の観
点から、自賠法3条の損害賠償債務が消滅しないと
の理解が可能である以上、結論として①の事例で被
保険者に破産免責があっても、16条請求訴訟は棄
却されないとするべきであろう。
⑷　労災保険の代位求償、健康保険の代位求償、自
賠法15条の請求権（加害者請求・保険金請求）
が競合しているとの抗弁
労災保険が被害者（被災者）の治療費に関して療
養補償給付を行ったとして自賠責保険に労災保険法
12条の 4第1項に基づいて自賠法16条所定の直接
請求権を代位行使している場合、同様に市町村が国
民健康保険法64条に基づいて代位行使している場
合、あるいは自賠責保険の被保険者（あるいは被保
険者が加入している任意保険の対人賠償責任保険金
を支払った任意社）が自賠法15条に基づいて保険
金請求している場合、自賠社はこれらの請求がある
ことをもって、直接請求権の一部又は全部の支払い
を拒否できるか、原告たる被害者からみると直接請
求の受領額が減少するかが検討事項になる。
ア　労災保険による代位との競合
原告（被害者X）が、訴訟において被告（自賠社）
に対して 120万円の請求を行っていた。被告から、
労災保険の休業補償給付120万円に関して自賠法16
条の請求権を代位請求されていることが主張された
とき、いかような処理をなすべきか（双方の金額を
合算すると保険金額120万円を超えている）。自賠
社が、労災保険に対して 120万円を既に支払ってし
まっているときには、自賠責保険からの支払いが、
自賠法13条・施行令2条1号ロに規定されている保
険金額120万円に達しているので、自賠社としては
追加の支払義務がないとして主張すれば、原告（被
害者X）の請求は棄却される。自賠社が国（労災保
険）に 120万円を未だ支払っていないときに、冒頭
のような訴訟が提起されたとき、①国（労災保険）
に優先して支払うべきか、②原告（被害者X）に優
先して支払うべきか、③原告（被害者X）と国（労
災保険）の請求額に比例して、すなわち 60万円ず
つ支払うべきか、④原告（被害者X）に総損害額を
主張させ、総損害額と国（労災保険）の総請求額と
を比較して、比例配分するべきか、一応4通りの解
決方法が思い浮かぶ。
Xが自賠社に請求している権利は直接請求権であ
り、国（労災保険）が代位請求しているのも直接請
12）	自賠法72条の規定からして、自賠法3条の損害賠償債務が破産免責され、被害者請求も不可能との解釈になったとしても、同法72
条の適用対象外であろう。
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求権である。したがって、両者の間に優劣がないと
考えたときは、上記の③か④、特に③の手法が妥当
である。しかしながら、最高裁平成30年9月27日
第一小法廷判決（民集72巻4号432頁、金融・商事
判例1555号8頁）は、老人健康保険法41条1項によっ
て市町村長が代位取得した直接請求権と被害者本人
が行使する直接請求権の関係について判断した最高
裁平成20年2月19日第三小法廷判決・民集62巻2
号534頁と同じ結論を採用し、被害者本人が行使す
る直接請求権は、国が代位行使する直接請求権に優
先して損害賠償額の支払いを受けられると判断し
た。この結論を前提とすると、被害者本人が直接請
求権を訴訟物として、自賠社を被告として訴訟提起
しているとき、自賠社が国から労災保険給付を原因
として直接請求権の代位求償を受けていることを理
由に、被害者本人による直接請求権の支払額を減額
する主張はできないことになる。なお、被害者本人
による直接請求権と労災保険給付によって国が代位
取得した直接請求権が競合したときの処理は、上記
平成30年の最高裁判決で決着が付いたが、国が直
接請求権を代位行使した結果、傷害部分の損害賠償
額が国に先取りされ、被害者が直接請求したものの
支払基準で算定した金額を下回る金額しか、損害賠
償額として受領できなかったときの処理について
は、問題が残っている。
イ　健康保険による代位との競合
既に述べたとおり、最高裁平成20年2月19日第
三小法廷判決があり、同判決は老人保健法に基づく
直接請求権を市が代位求償したとき、被害者本人に
よる直接請求権との関係で、後者が優先すると判断
している。同判決の結論は少なくとも、健康保険に
おける代位求償については妥当すると考えられるか
ら、国民健康保険法64条、高齢者の医療の確保に
関する法律58条、介護保険法21条、生活保護法76
条の 2（被害者本人が直接請求権を行使し、金銭を
取得した後の調整は、別の問題である。）、健康保険
法57条に基づく直接請求権の代位求償があったこ
とは、被害者Xの直接請求権行使による請求額に
影響を与えない 13）。ただし、自賠社が既に健康保
険からの求償に応じて、市町村に損害賠償額を支
払ったときの扱いについては、保険金額の残額が減
少したと、当然に処理して良いのか疑義が生じ
る 14）。
ウ　自賠法15条の請求権（加害者請求権）との競合
自賠法16条2項は、「被保険者が被害者に損害の
賠償をした場合において、保険会社が被保険者に対
してその損害をてん補したときは、保険会社は、そ
のてん補した金額の限度において、被害者に対する
前項の支払の義務を免かれる。」としている。被保
険者が被害者に損害をてん補し、自賠社に保険金請
求し、自賠社が請求額を支払ったときは、保険金の
残額は支払保険金控除後の額になる。では、被保険
者による保険金請求はあったが、保険金支払前に被
害者から直接請求権に基づいて 16条請求訴訟が提
起されたとき、逆に 16条請求訴訟提起後に被保険
者から保険金請求がなされたとき、自賠社は保険金
請求があることを理由に、保険金請求相当分につい
て、直接請求権の支払額を減額することを主張でき
るか。傷害部分保険金額120万円、被害者の被った
損害240万円、被害者の自賠社に対する直接請求権
13）	同判決については、丸山一朗『自動車保険実務の重要判例－事例に学ぶ33のポイント－』304頁以下（保険毎日新聞社、2017年）
において実務的視点で解説がなされている。
14）	最高裁平成20年判決で、直接請求権行使が競合したときの優先関係は明らかになったが、先に市町村が自賠責保険から直接請求権
によって損害賠償額を受領していたとき、被害者、市町村、自賠社の間で調整が必要になるのかとの疑問が生じる。直接請求権の取
得について説明した最高裁平成10年9月10日判決（集民189巻819号）によれば、市町村が保険給付を行ったときは給付額の限
度で直接請求権を代位できるとしているから、自賠社の市町村からの求償に対応する損害賠償額の支払いは、自賠責保険の保険金額
を減少させると考えるのが素直である（つまり 30万円支払えば、残りの傷害部分は 90万円になる）。しかし、平成20年の最高裁
判決が、直接請求権に関して優先順位を認めたものとすると、保険金120万円満額を受領できなかった被害者は自賠責保険又は市町
村に 120万円と被害者受領額との差額を請求できる余地が生じる。この場合に、被害者は市町村に直接不当利得返還請求するのか、
自賠社に追加損害賠償額の請求をするのか、更に検討が必要である。
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としての請求額120万円、被保険者が損害填補した
額120万円としたとき、被害者Xが自賠社Yに対
して 120万円の支払いを求める 16条請求訴訟を提
起したところ、訴訟係属後に被保険者Aから 120
万円の保険金請求が自賠社Yになされたと想定し
てみる。
理論的な検討を留保して考えると、Xは損害賠償
として 240万円を受け取る権利があるのだから、X
の Yに対する請求は全額認められ、Xは 120万円
の損害賠償額を受け取って、その損害は全て回復し
たとするのが簡便である 15）。被保険者Aの請求を
優先すると、Aは自賠社から 120万円をいったん受
け取り、その後にAはXに対して、損害賠償債務
の履行として 120万円の支払いを行い、Xの損害の
回復は完了するのであるが、金銭の流れとしては迂
遠である。また、Aが任意保険に加入しておらず、
かつ資力がないとき、A無資力のリスクを被害者
Xに負わせることになり（XのAに対する損害賠
償請求権は、実体法上優先性がない。）（Aが受領
した保険金を原資に、他の債権者に債務の返済をし
たとしても、Xはせいぜい詐害行為取消権行使の余
地があるだけ）、極めて妥当性を欠く。
ところが、上記の例で、Xに過失があり、その過
失割合が 50％で、過失相殺後の損害額が 120万円
であるときには、考慮事情が異なってくる。被害者
Xは既に、過失相殺後の損害額全額のてん補を受け
ており、16条請求によって更に 120万円の損害賠
償額の支払いを受ける必要性が見いだしがたいから
である 16）。以上の 2つの例を比較検討すると、被害
者、被保険者どちらの請求を優先させるかについて
は、事例によって結論の妥当性が変わり得る。保険
実務では、保険金請求が優先するとの取り扱いに
なっている 17）が、自賠社から被保険者、被害者と
の間で協議するように促されることもある。
留保していた、理論面から説明を試みる。最高裁
平成元年4月20日第一小法廷判決・民集43巻4号
234頁は、「自賠法16条1項は、被害者の損害賠償
請求権の行使を円滑かつ確実なものとするため、損
害賠償請求権行使の補助的手段として、被害者が保
険会社に対して直接に責任賠償金の支払いを請求し
うるもの」と説明している。保険実務で保険金請求
権を優先させている根拠としてあげられる「保険金
請求権が責任保険契約の基本的請求権である」、つ
まり、この保険金請求権を中心にすえて、附帯する
保険金請求制度との整合性を考えるべきとの理解と
最高裁の理解とは矛盾するところはないのであろ
う。補助的手段としての請求と基本的な請求が競合
したときは、原則後者を優先させて保険者は支払い
に応じるという結論が理論的であろう。したがって、
理論的に考えても、現行の保険実務を変更する、す
なわち直接請求権が優先するとか直接請求権と保険
金請求権の額に比例して配分するとの手法は採用さ
れないと考える。ただし、16条請求訴訟の審理が
終結する直前に、多額の保険金請求がなされ、当事
者の訴訟活動や裁判所の審理が無駄になるのは避け
るべきである。立法論的には民事執行法165条1項
などを参考にして、直接請求権よりも優先性を認め
る保険金請求は、自賠社に訴状が送達される前まで
に保険金請求があったものに限るなどの工夫が必要
であろう。
15）	実務的には、この処理経過ではXA間で示談書締結の段階がなく、損害賠償の手続が終了したか否かの認識を共有できるか、若干疑
問がなくはない。示談書に「既払金120万円以外に、被害者は自賠法16条の直接請求権を加害者加入の自賠責保険会社に行使し、
損害賠償額を受領する。自賠責保険との関係では、自賠法16条の直接請求権行使を優先させ、加害者は保険金請求しない。＋清算
条項」との記載をすればクリアーだが、直接請求権を行使したときの損害賠償額がいくらになるかは、示談書締結時点で確定できな
いから、かかる手法が現実性を帯びるかは、ケースバイケースである。
16）	ただし、かかる結論は支払基準の重過失減額制度で、事故発生に過失がある被害者に、最低限の損害賠償額を受領させようとする自
賠責保険の制度と整合性があるかとの反論が予想される。しかし、訴訟に至った場合は、既に述べた最高裁平成18年3月30日判決
が支払基準は裁判所を拘束しないとしている以上は、やむを得ない結論である。また、本文であげた設例は、被保険者の損害賠償責
任が消滅している場合とも考えられ、自賠法16条2項適用の場合と異なるともいえる。
17）	保険実務の状況については、北河ら・前掲注（6）140頁
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5	訴訟上の和解の際の留意点
1　被告が自賠社単独の場合
被害者Xが原告となって、自賠社Yを被告とし
て 120万円の支払いを求める 16条請求訴訟を提起
した。その結果、裁判所が損害を 100万円と認定し、
訴訟上の和解を行おうとしたとする。訴訟当事者と
して注意する点は、競合する保険金請求があるか、
自賠社が覚知できていない被保険者による既払金が
あるか、被害者Xの損害賠償請求権の額を確定さ
せるべきか、不用意な損害賠償債権放棄条項を付加
していないか等である。
⑴　訴訟上の和解は調書に記載した時点で、確定判
決と同じ効力が生じる（民訴法267条）。ところが、
和解期日に和解条項を定めて、直接請求権の額と支
払日時を定めた後に、被保険者が保険金請求を行う
ことがありうる。自賠法施行令4条1項の被保険者
への照会は、訴訟上の和解を除外していないので、
遅くとも和解金の支払前には自賠社は被保険者への
意見照会を行わなければならない。既に述べたとお
り、直接請求権と保険金請求権の競合があったとき
の処理について明確な法の規定がないので、次のよ
うな手段をとるしかない。
ア　裁判所から和解金額の打診が訴訟当事者にあ
り、金額について合意が得られそうになったときは、
令4条照会を実施するために必要な期間を見積もっ
て、裁判所の次回期日を指定する。
イ　被保険者から、損害賠償額支払いについて異議
がない旨の回答があったとき、あるいは何の回答も
なかったときは、指定された和解期日で和解を成立
させる。なお、極力、和解調書は短期間で作成して
もらう。
ウ　和解調書が作成・送達されたら、直ちに和解
金を支払う。なお、自賠社が把握していなかった損
害賠償金の支払いがあったとしても、直接請求権の
関係で控除主張できるのは既述のとおり自賠法16
条2項の場合だから、控除せずに支払ったとしても、
自賠社としては違法な処理にはならない。
⑵　被害者の損害賠償請求権の額を、和解調書上、
確定させるべきか。
これは損害賠償債権放棄条項の記載とも関連して
くる。上記の設例で、
1　被告は、原告に対し、自賠法16条の債務とし
て 100万円の支払義務があることを認め、これを
平成○年○月○日までに支払う。
2　原告はその余の請求を放棄する。
3　原告と被告は、原告の被告に対する自賠法16
条の直接請求権に関しては、本和解条項に定める
ほかには何らの債権債務がないことを相互に確認
する。
4　訴訟費用は各自の負担とする。
とすれば、直接請求権に関しては、既判力と同様と
いえるかはともかく、当事者間（上記では被害者X
と自賠社Y）において具体的な権利の内容が定まる
ことになる。
しかし、この和解条項は、被害者Xと被保険者
Aとの損害賠償請求権の内容には、何の効力も有
しないから、XとAとの訴訟で、XY間の 16条請
求訴訟での争点が蒸し返しになる可能性がある。そ
して、上記和解金100万円の支払いで、Xの損害が
完全にてん補されているとされて、XA間の後訴が
請求棄却で終わればよいが、Aが更に 20万円の支
払いを命じられたとき、前訴XY間訴訟の和解内容
を理由に自賠社Yが被保険者Aからの保険金請求
を拒むことはできない。かかる事態18）を避けるには、
前訴において後述の訴訟告知制度などを利用するこ
とが望ましいが、とりあえずの方法としては、前訴
和解において被害者Xが被保険者Aに対する損害
賠償請求権を放棄するとの条項を入れるしかない。
18）	保険金額満額を支払う和解であれば、このような後発紛争は生じない。
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つまり、XのAに対する損害賠償請求権が直接請
求権の損害賠償額の支払いによって完全にてん補さ
れたことを明記する必要がある。しかしながら、債
務免除に関する民法519条が、損害賠償請求権の放
棄条項に適用されるとすれば、債務免除の意思表示
が債務者であるAに届くことが要件になるはずで、
果たして債務者Aに関する放棄条項が効力を有し
ているのか疑問である。
なお、和解条項作成にあたっては当事者間で債権
債務なしとの清算条項を入れる以上は、直接請求権
を訴訟外で行使しながら支払留保になっているもの
がないか、原告訴訟代理人としては被害者本人に確
認することが要請される。傷害部分の損害賠償額が
争点になって訴訟提起したが、原告訴訟代理人が把
握していない後遺障害に関する直接請求が行われて
いることがある（いわゆる後遺障害の事前認定でも
同様の問題は生じる）。このような清算条項がある
以上は、後遺障害部分に関する直接請求権は和解に
よって不存在であることが確定されるから、直接請
求がなされている場合にとどまらず、後遺障害に関
する事前認定がなされている場合でも、少なくとも
自賠社に対しては後遺障害に関して直接請求できる
余地はなくなる。
⑶　保険金額の明示をどのように行うべきか。
被害者 Xが原告となって、自賠社 Yに対して、
傷害部分の損害120万円、後遺障害部分の損害75
万円、合計195万円の請求を行ったところ、裁判所
は傷害部分の損害は 150万円、後遺障害損害は 0と
考え、和解勧告があった場合、和解条項はどのよう
に記載するべきか。被害者（原告）Xは、施行令2
条3号イの 120万円の保険金を上限に、直接請求権
行使による損害賠償額を受領できることになる。他
の言い方をすると、施行令2条3号ロないしヘによ
る保険金（後遺障害部分の保険金）の加算はないと
の処理になる。そうすると、和解条項は、
1　被告は、原告に対し、自賠法16条の債務とし
て 120万円の支払義務があることを認め、これを
平成○年○月○日までに支払う。
2　原告と被告は、原告には本件交通事故による自
賠法施行令所定の後遺障害が存在しないことを、
相互に確認する。
3　原告はその余の請求を放棄する。
4　原告と被告は、原告の被告に対する自賠法16
条の直接請求権に関しては、本和解条項に定める
ほかには何らの債権債務がないことを相互に確認
する。
5　訴訟費用は各自の負担とする。
との条項になろう。
次の設例として、被害者Xが原告となって、自
賠社Yに対して、後遺障害部分の損害224万円（自
賠法施行令別表第二第12級6号該当を主張）を請
求する 16条請求訴訟を提起したとする。裁判所が
審理した結果、自賠法施行令別表第二第14級9号
の後遺障害が残存していると考え、75万円の支払
いが妥当と考えたときの和解条項は下記のようにな
るであろう。
1　原告と被告は、本件交通事故によって原告に自
賠法施行令別表第二第14級9号の後遺障害が残
存していることを相互に確認する 19）。
2 　被告は、原告に対し、自賠法施行令別表第二第
14級9号の後遺障害の損害として自賠法16条の
債務として 75万円の支払義務があることを認め、
これを平成○年○月○日までに支払う。
3　原告はその余の請求を放棄する。
4　原告と被告は、原告の被告に対する自賠法16
条の直接請求権に関しては、本和解条項に定める
ほかには何らの債権債務がないことを相互に確認
19）	後遺障害残存部分を特定する必要があるかは、自賠社、調査事務所と協議が必要である。将来の加重障害処理と関係してくるからで
ある。
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する。
5　訴訟費用は各自の負担とする。
第三のケースとして、被害者Xが原告となって、
自賠社Yに対して、後遺障害部分の損害224万円（自
賠法施行令別表第二第12級6号該当を主張）を請
求する 16条請求訴訟を提起したとする。裁判所が
審理した結果、自賠法施行令別表第二第12級9号
の後遺障害が残存しているが、訴因減額の結果損害
額は 150万円と考え、150万円の支払いが妥当と考
えたときの和解条項は下記のとおりであろう。
1　原告と被告は、本件交通事故によって原告に自
賠法施行令別表第二第12級9号の後遺障害が残
存していることを相互に確認する。
2　被告は、原告に対し、自賠法施行令別表第二第
12級9号の後遺障害の損害として自賠法16条の
債務として 150万円の支払義務があることを認
め、これを平成○年○月○日までに支払う。
3　原告はその余の請求を放棄する。
4　原告と被告は、原告の被告に対する自賠法16
条の直接請求権に関しては、本和解条項に定める
ほかには何らの債権債務がないことを相互に確認
する。
5　訴訟費用は各自の負担とする。
2　被告が自賠社と被保険者の場合
⑴　被保険者が任意保険に加入しているとき
被害者Xが自賠社Yに対して、傷害部分120万円、
後遺障害部分75万円（自賠法施行令別表第二第14
級9号の後遺障害）、合計195万円を請求する 16条
請求訴訟を提起し、被害者Xが被保険者Aに対し
て、傷害部分の損害300万円、後遺障害部分の損害
200万円、合計500万円を自賠法3条の損害賠償請
求権に基づいて提訴し、併合審理されたとする。裁
判所は、自賠社Yに対する請求は全額認め、Aと
の関係では傷害部分の損害200万円、後遺障害部分
の損害150万円、合計350万円の損害を認容するべ
きと考えたとする。なお、Aのほかに、損害賠償
義務者はいないとして検討する。
最初に注意しておくべき点は、直接請求権の遅滞
の起算点と被保険者Aに対する損害賠償請求権の
遅滞の起算点が異なることである。自賠法16条の
9第1項は、当該請求に係る自動車の運行による事
故及び当該損害賠償額の確認をするために必要な期
間が経過するまでは、遅滞の責任を負わない、とし
ている。自賠法16条の 9第1項が新設される前に、
最高裁昭和61年10月9日第1小法廷判決・集民　
第149号21頁があり、自賠社が直接請求を受けた
ときに履行遅滞になると判断されたが、自賠法16
条の 9第1項が新設されたことによって新たな解釈
の必要が生じ、最高裁判所平成30年9月27日第一
小法廷判決（民集72巻4号432頁、金融・商事判例
1555号8頁）は、自賠法16条の 9第1項にいう「当
該請求に係る自動車の運行による事故及び当該損害
賠償額の確認をするために必要な期間」とは、保険
会社において、被害者の損害賠償額の支払請求に係
る事故及び当該損害賠償額の確認に要する調査をす
るために必要とされる合理的な期間をいうと解すべ
きであり、その期間については、事故又は損害賠償
額に関して保険会社が取得した資料の内容及びその
取得時期、損害賠償額についての争いの有無及びそ
の内容、被害者と保険会社との間の交渉経過等の
個々の事案における具体的事情を考慮して判断する
のが相当である。」「第1審原告が直接請求権を訴訟
上行使した本件において、第1審被告が訴訟を遅滞
させるなどの特段の事情がないからといって、直ち
に第1審被告の損害賠償額支払債務が原判決の確定
時まで遅滞に陥らないとすることはできない。」と
した。最高裁は遅延損害金起算点について審理を尽
くさせるために控訴審に差し戻したので、いかなる
時点を起算点とするか差戻審の判断が注目されると
ころである。
次に弁護士費用に関しては最高裁判所昭和57年1
月19日第三小法廷判決（民集第36巻1号1頁）で、
直接請求権行使の際に保険金額の範囲内で損害に含
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んで請求できるとしているので、和解内容に盛り込
むことは可能であるが、自賠責保険と任意保険の間
で弁護士費用の割り付けをめぐる紛争を回避するた
め、和解金積算上は、直接請求権に関しては弁護士
費用をのせない方が無難である（任意社負担にして
おく）。上記の例で、被保険者Aに生じた損害賠償
債務が合計350万円でそのうちの 1割に相当する 35
万円が弁護士費用であると考えたとき、自賠責保険
が直接請求権で支払う対象はこの 35万円を除外し
た部分として組み立てる。
第三に、双方に過失・損害がある事案で、人身
損害に関する原告Xと被告Aとの相殺合意は行う
べきでない。直接請求権は被害者保護のための制度
であるから、和解で支払いが決まる以上は、実際に
被害者に損害賠償額を受領してもらうことが必須要
件である。相殺合意によって自賠責保険の損害賠償
額の一部又は全部が受領されない事態は正当な理由
がない限り避け、いわゆるクロス払いを行うことに
なる 20）。
第四に、被保険者Aは任意保険加入によって資
力に問題がないこと、直接請求権に対応して自賠社
Yが損害賠償額支払いを行うと既述の施行令4条の
照会の手続きが生じてしまうことから、被保険者
Aが加入する任意保険の保険者（任意社）が和解
金を支払い、支払後に自賠社に保険金請求を行うと
のスキームが望ましい。
和解条項
1　原告と被告らは、原告に本件事故による後遺障
害として自賠法施行令別表第二第14級9号の後
遺障害が残存していることを、相互に確認する。
2　被告Aは、原告に対し、本件交通事故による
損害賠償債務として、自賠法施行令別表第二第
14級9号の後遺障害を含み、（既払金を除いて）
350万円の支払義務があることを認める。
3　被告Yは、原告に対し、自賠法16条の債務と
して、自賠法施行令別表第二第14級9号の後遺
障害損害75万円を含み 195万円の支払義務があ
ることを認める。
4 ⑴　被告らは、原告に対し、第2項と第3項の債
務の履行として、連帯して、平成○年○月○日限
り 195万円を支払う。
　⑵　被告Aは、原告に対し、第2項の債務の履
行として、平成○年〇月○日限り、350万円から
前号の195万円を控除した残額155万円を支払う。
5 ⑴　被告A（又は被告Aが加入する任意保険会
社）が第4項の金員を支払い、被告 Yに自賠責
保険金請求を行ったときは、被告 Yは第3項の
記載に従って保険金を被告A（又は被告Aが加
入する任意保険会社）に支払う。
　⑵　被告A（又は被告Aが加入する任意保険会社）
が前号の保険金請求を行う場合、被告Yが保有
する直接請求権に関する資料を被告A（又は被
告Aが加入する任意保険会社）が閲覧、コピー
して利用することを、当事者全員は同意する。
6　原告はその余の請求をいずれも放棄する。
7 ⑴　原告と被告らは、原告と被告らとの間では、
本件交通事故に関し本和解条項に定めるほか何ら
の債権債務のないことを相互に確認する。
　⑵　被告らは、被告Aと被告Yとの間では、本
件交通事故に関し本和解条項に定めるほか何らの
債権債務のないことを相互に確認する。
8　訴訟費用は各自の負担とする。
⑵　被保険者Aが任意保険に加入していないとき
この場合は、直接請求権に対する損害賠償額の支
払いが、被保険者Aの損害賠償債務の支払いと同
時になるか先行することになる。となると、自賠社
Yの和解金の支払債務は、被保険者Aからの保険
金請求の競合が生じないことに注意して、和解条項
を作成することになる。⑴と同様の事例で和解条項
を検討してみる。
20）	自賠社との関係では相殺できるとの見解として、北河ら・前掲（4）〔八島宏平〕165頁。
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和解条項
1　原告と被告らは、原告に本件事故による後遺障
害として自賠法施行令別表第二第14級9号の後
遺障害が残存していることを、相互に確認する。
2　被告Aは、原告に対し、本件交通事故による
損害賠償債務として、自賠法施行令別表第二第
14級9号の後遺障害を含み、（既払金を除いて）
350万円の支払義務があることを認める。
3　被告Yは、原告に対し、自賠法16条の債務と
して、自賠法施行令別表第二第14級9号の後遺
障害損害75万円を含み 195万円の支払義務があ
ることを認める。
4 ⑴　被告らは、原告に対し、第2項と第3項の債
務の履行として、連帯して、平成○年○月○日限
り 195万円を支払う。
　⑵　被告Aは第2項の債務の履行として、350万
円から前号の195万円を控除した残額155万円を、
次のとおり分割して支払う。分割に関する条項は
省略。
　⑶　被告Aは被告Yに対し、被告Yが第4項⑴
号の履行をするに際し、①被告Aが被告Yに対
する保険金請求権がないことを確認し、②被告Y
が自賠法施行令4条所定の手続きを省略すること
に同意する。
5　原告はその余の請求をいずれも放棄する。
6 ⑴　原告と被告らは、原告と被告らとの間では、
本件交通事故に関し本和解条項に定めるほか何ら
の債権債務のないことを相互に確認する。
　⑵　被告らは、被告Aと被告Yとの間では、本
件交通事故に関し本和解条項に定めるほか何らの
債権債務のないことを相互に確認する。
7　訴訟費用は各自の負担とする。
6	請求の放棄、取下げに関する留意点
請求の放棄は民訴法266条に定めがあり、訴えの
取下げに関して定められた民訴法261条2項の「相
手方の同意」が不要であるが、確定判決と同一の効
力が生じるので、再訴は不可能になる。
訴えの取下げの場合は民訴法261条2項の「相手
方の同意」が必要となるときがある。原告が訴えの
取下げを申し出たとき、相手方たる被告保険会社が
同意をすることは、現実的には不可能である。同一
訴訟物について再訴されたときの自賠社の応訴の手
間や費用発生の不利益を考慮すれば、被告自賠社が
訴え取下げに同意することは通常あり得ない。した
がって、原告として 16条請求訴訟を提起するので
あれば、判決、訴訟上の和解、請求の放棄（認諾は
通常あり得ない）しか訴訟の終了事由はないと想定
しておくことになる。
7	多数当事者訴訟、訴訟参加、訴訟告
知について
1　被告複数の多数当事者訴訟について
被害者Xが自賠社Yを被告にして自賠責保険の
直接請求権に基づいて 120万円の訴訟上の請求を、
被害者 Xが加害運転者 Pを被告にして民法709
条の損害賠償請求権に基づいて 300万円の訴訟上の
請求を、一つの訴えで行うことにしたとする。請求
の趣旨は、
1　被告 Pは、原告に対して、300万円及びこれに
対する平成○年○月○日（注　通常は事故発生日）
から支払済みまで年5分の割合による金員を支払
え。
2　被告Yは、原告に対して、120万円及びこれに
対する判決確定の日の翌日から支払済みまで年5
分の割合による金員を支払え。
3　訴訟費用は被告らの負担とする。
との判決並びに第1項について仮執行宣言を求め
る。
となる。PYを共同被告とするこの訴訟は、通常共
同訴訟（民訴法38条）である。必要的共同訴訟に
関する民訴法40条の適用はなく、裁判所は民訴法
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152条1項によって弁論の分離を決定することがで
きるが、Pが答弁書を提出せずに欠席したような場
合（民訴法159条3項）でも、Pとの関係で原告勝
訴判決を行うことは避けるべきである。Pとの関係
で原告X勝訴判決が確定すると、最高裁昭和56年
3月24日第三小法廷判決（民集　第35巻2号271頁）
のとおり、Pが自賠社Yに対して有する自賠法15
条の保険金請求権を被差押債権として債権転付命令
の申立が可能になる。しかし、債権転付命令が発せ
られても、被差押債権の存否やその額について異論
のある第三債務者、本設例の自賠社Yは Xへの支
払いを拒むことができ、紛争は実質的には解決しな
い 21）。
2　訴訟参加について
⑴　独立当事者参加（民訴法47条）
被害者Xが、自賠社Yに対し、被害者請求した
際に、非常にまれな事例であるが、被保険者Aが
被害者 Xに対して自賠法3条の損害賠償請求権が
そもそもないことを主張し、かつ被保険者Aが自
賠社Yに対して、被害者Xへの損害賠償額の支払
いを拒否するように申し入れしていることがある。
このような状況にあって、Xが Yに対して直接請
求権を訴訟物として訴訟提起すると、Aによる詐
害防止参加の検討の余地が生じる。また、現行民事
訴訟法では、片面的独立当事者参加が許容されてい
るので、Aが参加人、Xを被参加人として自賠法3
条の請求権が不存在であるとの独立当事者参加の申
立が可能か検討の余地がある 22）。理由は省略する
が、被保険者Aは独立当事者参加における二類型、
すなわち詐害防止参加、権利主張参加ともにできな
いと解するべきである。逆に、被害者Xが被保険
者Aに対して損害賠償請求訴訟を提起したときに、
当該訴訟がなれ合い訴訟であるとの理由で、自賠社
Yが Xを相手方として直接請求権不存在確認の訴
え、Aを相手方として保険金請求権不存在確認の
訴えを立てて、詐害防止参加を申し立てる余地はあ
る。
⑵　補助参加（民訴法42条）
被害者Xが、被保険者Aを被告として、損害賠
償請求訴訟を提起したときに、自賠責保険の支払保
険金額が満額に達していないとき（逆にいうと、A
が敗訴したときに、自賠社に保険金請求できるとき）
は、自賠社Yが被保険者Aに補助参加できること
は疑問の余地がない。
被害者Xが、自賠社Yを被告として、直接請求
権を訴訟物として訴訟提起したときに、自賠責保険
の被保険者Aが被告Yに補助参加できるか。被保
険者Aは民訴法42条の「訴訟の結果について利害
関係を有する第三者」に該当するかを検討すること
になる。訴訟の結果についての利害関係＝補助参加
の利益に関連する問題である。
補助参加の利益は、補助参加人の法的地位が当該
訴訟の訴訟物あるいは主要な争点についての判断を
前提として決まることから、被参加人の受ける判決
の判断によって補助参加人の法的地位が事実上不利
な影響を受けるおそれがある関係にある場合と説明
される 23）。そして被参加人の受ける判決の判断は、
判決理由中の判断を含むとするのが有力な見解であ
る。
上記の設例を考えると、自賠法16条4項の場合
を除いては、敗訴した自賠社 Yの被保険者Aが、
Y敗訴の判決が確定した後に国から求償を受けるこ
とはない（16条4項の場合は、最終的に国からの求
償を受けることになるから、被保険者は法律上の利
害関係を有する）。では、自賠法16条4項の場合で
21）	かかる場合は、自賠社が被保険者に補助参加（民訴法42条）し、補助参加人として答弁書を提出するのが無難な手法である。
22）	独立当事者参加はできないとの結論を採用したが、理論的には参加申立可能との見解も採用できるし、補助参加申立であれば許容で
きるとの解釈もあるので、訴訟係属前に、被保険者が自賠法3条の責任を争っているときは、自賠社Yは被保険者に訴訟告知してお
くのが、実務上は無難である。
23）	山本ほか『民事訴訟法　第2版』388頁（有斐閣、2013年）
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はない、通常の直接請求権が訴訟物となっている事
案ではどうか（このケースでは、自賠社敗訴判決が
確定した後に、被保険者が自賠社や国から求償を受
けることはない）。訴訟物は既に検討したとおり、
自賠法16条1項に基づく直接請求権である。そして、
主要な争点は、①被保険者に対して自賠法3条の損
害賠償請求権が発生しているか、②人身損害の発生
とその額（評価）であるところ、訴訟物レベルでは
ない、①、②の争点を考慮し、被保険者Aに補助
参加の利益を肯定できるのだろうか 24）。
被害者が直接請求権を行使しているときに、被保
険者Aが被害者の請求権の存否や額を争っている
事例として、次のような事態が想定できる。
①　被保険者が自賠法3条ただし書きの主張を行
い、自己には自賠法3条の賠償責任がないと争っ
ているとき。
②　被保険者が自賠法3条ただし書きの主張を行っ
ているのではなく、運行供用者ではないとの理由
で、債務の帰属を争っているとき。
③　被保険者が、被害者の損害賠償請求額を検討し
たところ、自賠責保険の保険金額を超えることが
予想され、自賠責保険の保険金額内に賠償責任を
おさえるように、賠償の額（評価）を争っている
とき。
次に①ないし③のケースを検討してみる。
①の場合
自賠法16条1項は「第3条の規定による保有者の
損害賠償の責任が発生したとき」を、直接請求権発
生の要件としている。被保険者Aが争っている内
容は「保有者の損害賠償責任の発生・不発生」で
ある。直接請求権に関する訴訟で Xが Yに勝訴、
判決確定した後、Xが自賠責保険からてん補されて
いない損害をAに訴求したとき、Xは証拠として
Yとの訴訟の判決正本を提出し、Aに自賠法3条の
損害賠償義務があると判断した判決理由は適切であ
ると主張するであろう。このようなAの不利益は、
XY訴訟の判決理由に関係する法的なものと評価す
るのが妥当であり、自賠法3条ただし書きに基づい
て無責を主張している被保険者Aには補助参加を
認めるべきである。なお、被保険者Aに安易に補
助参加を認めると、補助参加人には上訴申立てがで
きるなどの権能があるから、訴訟が長期化し、被害
者保護に欠けることにならないかとの危惧が生じ
る。ただし、現実問題として民訴法45条2項がど
の程度機能するかは疑問なしとはしないが、被参加
人Yは自己の判断で訴訟追行できるから、Aの主
張や立証が自賠法の趣旨に反していると考えるとき
は、訴訟の審理を迅速に進める対応を行うべきであ
る。
②の場合
自賠法16条の直接請求権は、自賠法3条の保有
者の損害賠償責任の発生を前提としている。自賠責
保険は自動車ごとに加入することになっているた
め、被害者に人身損害を与えた自動車の保有者が加
入する自賠社を被告にすることが要求される。
被保険者Aとしては、任意保険に加入している
とき、被害者Xの損害が軽微で、自賠責保険の保
険金額内で収まるときは、自賠社Yが直接請求権
に対する債務者に該当するか否かについて、経済的
な利害はさほどなさそうにみえる。しかし、自賠社
Yが直接請求権の債務者であることが確定し、かつ
自賠責保険の保険金額では損害がてん補できず、加
入している任意保険による損害てん補や、任意保険
に加入していないときの自己の財産による損害てん
補が必要になると、任意保険の保険料の増額を含め、
経済的な利害が存在することが明確になる。そうす
ると①の場合と②の場合を区別する意味はなく、被
保険者Aに補助参加の利益があるとの結論も同一
24）	被害者が自賠社に対して有する直接請求権と、被害者が被保険者に対して有する自賠法3条の請求権は別々の実体法上の請求権であ
るから、自賠法16条の直接請求権の存否が自賠法3条の請求権の存否に影響を与えることはない。
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になる。
③の場合
この場合は、被保険者Aが、Xの主張する損害
の額（評価）について争っているケースである。被
保険者Aがかような争い方をしている理由として
は、損害が過大請求されているという純粋な正義感
や事故発生当時にトラブルがあったなどの被害者に
対する悪感情、つまり感情的な原因と自賠責保険の
保険金額を超えて損害評価されると任意保険を利用
することになるので保険料負担が増えること、ある
いは自賠責保険の保険金額を超過した額を自らが負
担しなければならないことなどの経済的原因に求め
ることができる。前者の感情的原因は、現実の紛争
においては無視できない要素ではあるが、補助参加
の利益を考えるときに考慮することはできない 25）。
後者の経済的原因については、補助参加の利益とし
て構成することが可能である 26）。
3　訴訟告知（民訴法53条）について
訴訟告知は、法律上の形式に則って、当事者の一
方が、訴訟係属を第三者に知らせ、参加を促す制度
である。また、訴訟告知を行ったときには民訴法
53条4項によって、被告知人に告知人との間で参加
的効力（民訴法46条）が生じることがあり、告知
人が敗訴したときに参加的効力を生ぜしめて、その
後の告知人対被告知人の訴訟において争点を減らす
もくろみからなされることもある。
被害者Xが原告になり、自賠社Yを被告として、
16条請求訴訟が提起された後、自賠社Yの敗訴確
定によって、自賠社Yが被保険者Aに求償するこ
とは、通常の直接請求権行使の際にはないから、自
賠社Yが自己のために被保険者Aに訴訟告知する
必要はない。
しかしながら、補助参加について述べたように、
被保険者が 16条請求訴訟に補助参加する要件を充
たしている場合がある。このような場合は、被保険
者Aが補助参加することによる審理の混乱という
リスクを踏まえた上で、訴訟告知を行った方が無難
であろう。
8	おわりに
駆け足で 16条請求訴訟の注意点をまとめたが、
共同不法行為が成立する場合、被保険者の被害者側
への補助参加、控訴など、さらに検討を要する場面
もある。損害賠償のてん補を受けるには、通常は加
害者を被告とした訴訟を提起することによって目的
を達成しうるのは、既に述べたとおりである。しか
しながら、原告が訴訟追行を行う上で、裁判所の訴
訟指揮や被告の応訴姿勢が普通とは異なると感じる
ときは、往々にして自賠責保険の損害調査が関連し
ている。また、昨今、被害者請求せずに加害者を被
告にして損害賠償請求訴訟を提起しているケースが
あるが、このような手法は本文で述べたような各種
の問題点を無視している可能性がある。原告側が被
害者請求したり、異議申立をすることが、失敗につ
ながることは極めて考えにくいから、愚直にこれら
の手続を行うことをおすすめする。
25）	補助参加の利益を検討するときに、感情的な理由は根拠とならないことは、疑問の余地がない。
26）	自賠責保険の保険料は従前保険期間中の事故率や保険金支払額で影響を受けないので、最高裁平成13年2月22日第一小法廷決定（集
民　第201号201頁）（レンゴー事件）で採用された保険料の増額との理由による補助参加の利益の説明は直ちにあてはまらないが、
保険金額を超えると同様の不利益すなわち任意保険の保険料増額又は自身による損害てん補という事態を被保険者は迎えるので、利
害関係がある。
